



































































諸文献による。 Haller,H., Finanzpolitik. Grundlαgen und Hauptproblem, 1957; 
菅原修教授訳，『財政政策論』，昭和46年。 Konig,H. (hrsg. ), Wα叫んηgender 
Wirtschaftsstruktur in der Bundesrepublik Deutschland, 1962. Stiller, E. 
(hrsg.), Lohnpolitik und Vermogensbildung, 1964. Fohl, C., Kreislaufanαlytische 
Untersuchungen der 恰rmogensbildungin der Bundesrepublik und der 
Bee in fluβbarkeit ihrer Verteilung, 1964. Molitor, B., Vermogensverteilung 
eds wirtschαftspolitisches 舟 oble叫 1965,besonders ss. 6-9, ss. 56-59. 
Krelle, W.，” Zur Verm己gensbildungund -verteilung in der Bundesrepublik‘： 
Finanzarchiv, Bd. 24, 1965, ss. 273-282, besonders s. 275. 
Krelle，刊， Schunck,J. , Siebke, J. , Uberbetrieblich Ertragsbeteiligung der 
Arbeitnehmer. Mit einer Untersuchungen iiber die Vermぷgensstrukturder 
Bundesrepblik Deutschlαnd, Bd. I, Bd. I, 1968. Kromphardt, J., 
Strukturwαηdel und Einkommensverteilung, 1969. Eucken, W., Grunds託tzeder 
Wirtschαftspolitik, 1952；大野忠男訳，『経済政策原理』，昭和42年，「第四編 競争秩
序とその実現」（訳書， 327-437頁ム尾上久雄，『現代経済政策の理論と現実』，昭和37


















































































































Gewinnbete il igung），③ 国債発行（Ausgaben der Staatsanleihen），④財産
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註（2) 置塩信雄教授は，「生産関係の概念」（第二篇，第一章，第一節， 269-271頁。）として 5
つの生産諸関係を列挙しておられる。経済のルール①，②，③はそれぞれ教授の第三，
第四，第五で示きれる関係である。置塩信雄教授，「再生産の理論』，昭32年， 270頁。
(3）例えば，次の諸文献による。 Schmitz,W. G, Kapitalbeteiligung des Arbeitne-
hmersαmαrbeitgebenden Unternehmeη，1955, besonders ss. 58-66. Pasinetti, 
L, L.，“ Rate of Profit and Income Distribution in Relation to the Rate of 
Economic Growth'; R. E. S. , 1962, pp. 267-279, especially p. 270. Weddigen, 
W., Die wirtschαftlichen Folgen des lnvestivlohns, 1964, besonders s. 52, 
s. 64. Coulbois，“Income Policy and Capital Formation", in Schneider, E. 
(hrsg.), Problem der Ei1 o仰問nsverteilig, 1965, pp. 16-35, especially 
pp. 23-24. Kowalski, L., Einkommensverwendung, Einkommensverteilung und 
Ve rmるgensverteilung, 1967, besonders s. 191. 
(4）例えば，次の諸文献による。 Fぬ1,C., a. a. 0., s. 6. Molitor, B., a. a. 0., 
s. 89, s. 127, s. 132. Bombach, G.，” Lohnentwicklung, Sparprozeβund 
Kapitalbildung“， in Stiller, E. (hrsg.), a. a. 0. , ss. 45-53, besonders 
s. 51, s. 52. 
(5) Willeke, E., , Zur Problematik der Zielbestimmung in wirtschaftspolitis-
chen Konzeption“， in Seraphim, H. Jー.,Zur Grundlegung wirtschαftspoli-
tischer Konzeptionen, 1960, ss. 115~174, besonders s. 137. 
(6) Weddingen, W., Wirtschαftsethik. System humαnitarer Wirtschaftsmoral, 
1951, s. 52. 
(7）例えば，次の文献による。 Myrdal,G., , Das Zweck-Mittel-Denken in der 
Nationalるkonomie“， Zeitschr.f. N1αti onαlokonomie, Bd. 4, 1933, ss. 305-329. 
Molitor, E., a. a, 0., besonders. ss. 26-72. 
-168-
-9-
(8) Boulding, K. E., Prine iples of Economic Policy, 1958, S. 84；内田忠夫監訳，
『経済政策の原理』，昭和35年， 80頁。














B.，”Verteilungspolitik“，in Pi.itz, T.(hrsg.), Wαchstumspolitik ・ Verteilung-
spolitik, 1971, ss. 127-128，による。貢献原則に関する文献として Kulpの考えで
は， katholischenSozialleheに例えば J.H己ffnerのものが，新社会主義に例えば，
G. Weisserのものが挙げられている。 Hぷffner, J., Christliche Gesellschα｛ts 
lehre, 1965, 4. Aufl., ss. 196-200. Weisser, G.，”Artikel: Distribution 

















ω例えば， Kruger,R., Das wirtschαftspolitische Inst叩 ment，αrium. Einte-
ilungsmerkmale und Systematisierung, 1967, besonders s. 49. この文献は経
済政策手段の類別の問題を論究した注目すべき文献である。 Kulp,B., a. a. 0., s. 109. 
政策手段が政策目的に対して使用きれた場合の効果は，例えば， Kirschen編，渡部
監訳，前掲書，「第7章手段に関する結論」の177頁， 179頁，に示されている。
(12) 8つの手段の中で，①～⑦は， Molitor,B., a. a. 0., ss. 88-152，によるところが大
である。⑧は主として， C.Fohlによるところが大である。Fぬl,C句”Aktuele Plane 
zur Beeinflussung der Einkommensverteilung und Vermogensbildung“， in 

















































註（13）例えば，次の文献による。 Meade,J. E., Efficiency, Equalityαnd the Owne-
rship of Property, 1964, especially pp. 11-26. 












限られてはいるが，手元の資料によれば， Schreiber,H., ”Der Investiv-
lohn“，Arbeit und Sozialpolitik, 12. Jhg, 1958, Heft 3, であると思われ
る。この文献は入手困難のため小論で取り扱う意味のInvestivlohnの考察であ
るか否かはわからない。それで，小論において取り扱う意味の Investivlohn
という語が初めて用いられているのは， Oberhauser,A. , Die w irtschαftli-
chen Auswirkungen und Grenzen des Investivlohns, 1959，であると思わ
れる。次に，その意味のInvestivlohnに関して論究した文献を示せば，次のも
のがある。 Winsterstein,H., Der Investivlohn in der Bundesrepublik 
Deutschland, 1961, s. 116. Adenauer, P.，”Zur sozialethischen 
Bewertung eines gesetzlichen Investivlohns“， Jαhrb. d. Instituts f. 
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christl. Soz iαlwissenschαft, Bd. 3, 1962, s. 315. Weddigen, W., Die 












このようなInvestivlohnの定義は， W.Krelle, J. Schunck, J. Siebkeの
ir附 S山 eErtrags-ur Gewinn 
be同 i1 i 
註（15) Ober・hauser,A., a. a. 0., s. 54. 
(16) Weddigen, W., a. a. 0., s. 9. 
(17) Krelle, W. , Schunck, J. , Siebke, J., a. a. 0., Bd. I, s. 94. 































































































































































註（1的 Nell-Breuning,0. von, Eigentu1 
besonder、ss. 18. 
。 Kaldor,N.，“ Alternative Theories of Distribution", R. E. S., 1955-56, pp. 






Fohl, C., a. a. 0., ss. 26-27. 
。母 Oberhauser,A., a. a. 0., s. 34, s. 36. 
側 Weddigen,W., a. a. 0., s. 27. 
。 Kaldor,N.，“A Model of Economic Growth”， E. J. , 1957, pp. 599-624, 
especially p. 602. 
。カ Pasinetti,L. L., op. cit . Kowalski, L., a. a. 0 .Coulbis, P., a. a. 0 .
Kromphardt, J.，”Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und Einkommensver-
teilung in Gleichgewicht“， Zeitsch. f. d. ges. StαG tswiss., Bd. 122, 1966, 
ss. 247-254. 
~8）例えば，次の諸文献による。 Weddigen, W., a. a. 0., ss. 22-30, ss. 30-42. 
Boden, H. C.，” Produktivit瓦t,Lるhne,Preise“， in Stiller, E. (hrsg.), a. a. 0., 
ss. 4-6. Markmann, H.，”Wirt schaftliche Bestimmungsgri.inde der Lohn bi-
ldung aus der Sicht der Gewerkschaften“， in Stiller, E. (hrsg.), 
a. a. 0., ss. 756-776；この文献では， SS. 762-764，において小論の考え方とは異な
る見解が示されている。
































応するかということに依存する。所得や財産の集中化（Konzentr a tion) の促
進が所得分配や財産分配を行なうための目的である場合，或いは，それらの分
配を阻止するための目的である場合にはJ投資的賃金」の再分配効果は他のあ
らゆる分配政策的手段の再分配効果よりも強大でなければならないと考える。
この場合の政策手段は配当や自己金融を通じて増加する利潤を削減させること
を条件とする。このことは自己金融の変化を意味する。例えば，それは留保利
潤を活用して少なくともその一部分を資本の長期的貸付或いは資本参加によっ
て資金を調達することを意味する。このようなことを見るだけでも，「投資的賃
金」は，利潤の増加を抑制させる効果をもつが，本質的な意味の再分配効果を
もたないという問題点が生じてくる。換言すれば，「投資的賃金」が有効な手段
となりえる場合とそうでない場合があるといつことである。ここで，第II節の
「投資的賃金」の前提条件2の仮定（4）を除外することにする。そのような分配
効果が生じるとき，国家の債務が完全雇用状態に対する修正要因として導入さ
れるならば，国債の分配効果にもとづいて所得や財産の集中過程は阻止できな
いことになる。ただし，このような再分配の場合に投資が減少するという懸念
は資本家の投資性向が減少するといっ仮定にもとづいている。このような資本
家の再分配的努力を抑制する仮定が存在する場合には，民聞の所得・財産によ
って決定される生産関係は公正な所得・財産の分配を一般に容認するか否か，
或いは，再分配は資本家と労働者の共同決定と結びつくのか否か，が問題である。
(4) 第4と第5の問題点は第II節の前提条件2.の諸仮定を除外した場合のも
のである。
第4の問題点は，「投資的賃金」の導入が民間投資，雇用，価格水準，租税，
国民株式，資本参加，財産分配計画，国債発行などにいかなる影響を及ぼすか
ということである。
(5) 第5の問題点は，「投資的賃金」が価格に転嫁されるか否かということで
ある。この点については， 2つの先決問題が明らかにされなければならない。
lつは，資本家は「投資的賃金」を価格に転嫁させる意思をもっているか否か
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という転嫁意思の問題である。もう 1つは，「投資的賃金」の導入時点、において
既に需要が存在しているか否かという問題である。この問題は転嫁可能性に関
連する。前者の転嫁意思は今日では政策的要因に依存している。然し，資本家が
「投資的賃金」の転嫁を断念するように行動するか否かは政策的問題であると
いうよりも寧ろ資本家の勢力状態の問題である。後者の「投資的賃金」が価格
に更転する可能性はどの程度であるかということは，直接的にはその時々の景
気状態の問題である。好況期には現存の需要によって「投資的賃金」が価格に
転嫁するという危険がある。不況期にはそのような転嫁の程度は小さいと思わ
れる。従って，この二つの極端な景気局面では「投資的賃金」が最も有利な契
約として結ばれる。しかし，この契約が結ばれるか否かは賃金決定当時者の自由
な意思如何によるという前述の問題がある。
「投資的賃金Jが価格に転嫁するか否かという問題を考察する場合には，流動
性問題とともに需要の弾力性を考慮しなければならない。例えば，資本家が「投資
的賃金」を要素費用として扱う場合には，「投資的賃金」の転嫁可能性は需要者
の反応如何によって決定される。賃金額が一定である時には，需要の価格弾力
性は消費一貯蓄関係によって決定される。この場合需要者が実質賃金の低下に
も拘らず名目賃金からなされる貯蓄が一定に保たれる場合には，転嫁しないか
もしれない。なぜならはこのことは，労働者が「投資的賃金」を労働者の付加
的な貯蓄決定としないか，実質賃金が低下する時にも労働者が付加的に貯蓄す
るか否か，のどちらかを意味するからである。
I むすび
以上において，高い投資比率の存在する完全雇用経済を前提として，「投資的
賃金」の立論の基礎，その前提条件，その基礎概念，その分配効果およびその
若干の問題点について考察してきた。
「投資的賃金」やこれに類似した概念に関する所説には様々なものがある。予
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れらの所説は抽象論として見るならば，そのいずれの主張も一面の真理を含む
ものである。
しかし，それらの所説の基本的立場とは異なり，小論の基本的立場は，分配
政策を資本制国家の経済政策の一環として把握することによって分配政策の有
効な手段群の 1っとしての「投資的賃金」の性格づけを国民経済における望ま
しい経済諸秩序の性格との関連において取り上げようとする点に求められる。
「投資的賃金」の本質的な特徴は，「投資的賃金」が分配政策の成果に対する前
提をかなり改善するという点にあると考える。労働者の側面から所得分配と財
産分配が不平等かつ不公平なものとして見られる限り，賃金行動にあたっては
国民経済における価格安定的な発展条件は熟慮、されているにも拘らず殆ど評価
されていないといフのが現実である。この点にこそ，分配政策の経済政策的位
置づけに対する深い認識を根底にした分配政策の「合理的な」目的設定の要求
される一因がある。
「投資的賃金」が導入される場合に，所得増加と財産増加にもとづく分配の量
的増大が国民経済の望ましい諸秩序の下で可能であれば， しかも，そのような
事情によって分配が労働者に有利な状態になれば，労働組合はそれほど効果的
でない名目賃金政策などを放棄するかもしれないと思われる。この場合，賃金
の増加は，経済成長，国民所得の支出構造および消費行動によって設定された
限界内で変動しまた， 1つの政策目的の現実への適用ないし政策的実践は労
働者の利害関係の中に存することは十分に考えられることである。
以上の意味において，「投資的賃金」は分配政策の目的を成長政策の目的や安
定政策の目的と両立させ， 目的整合性をもたせることのできる 1つの政策手段
になりえると考える。ことに，体系的に考察された分配政策論が存在しないこ
とを考えるとき，やはり「投資的賃金」は分配政策の 1つの手段として何らか
の重要な役割を担っていると考える。
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